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入札公告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。

平成２０年４月２２日

日本環境安全事業株式会社

契約職取締役 星野良祐

１ 工事概要

(1)工事名 北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設（第２期）屋外施設工事

(2)工事場所 福岡県北九州市若松区響町１－６２－２４

(3)工事内容 敷地面積：約３ha（第１期を除く）工事内容：造成工事（約1,600m3 、）

雨水管路工（約1,200m 、舗装工（約9,000m2 、植栽工（高木、中木、低木：約2,000） ）

本 、その他（フェンス、歩道シェルター、屋外倉庫撤去等））

(4)工期 平成２１年２月２８日まで

(5)本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の施行工事

である。

(6)本工事は、競争参加希望者に競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料（

以下「競争参加申請書」という ）の提出を求め、競争参加資格が確認された者による。

入札により契約する工事である。

(7)本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた

工事である。

２ 競争参加資格

競争参加申請書の提出期限（平成２０年５月９日）において、次の(1)に掲げる条件を

全て満たしている企業（以下「有資格者」という ）であること。。

有資格者の条件

① 日本環境安全事業株式会社工事等請負業者選定要領（平成16年日本環境安全事業株

式会社第13号）第2条第1項各号の規定に該当しない者であること。

② 日本環境安全事業株式会社（以下「ＪＥＳＣＯ」という ）に競争参加資格の申請が。

可能であり認定を受けることができる者。

③ 経営事項審査による総合評定値を取得していて「土木工事」の総合評定値（Ｐ）が

950点以上である者であること。

④ 北九州市内に本支店のある者。

⑤ 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続き申立がなされている者（上記②の再認定を受けた者を除く ）でないこ。

と。

⑥ 競争参加申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、ＪＥＳＣＯから、日本環

境安全事業株式会社指名停止措置要領（平成16年日本環境安全事業株式会社第14号）

に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。
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⑦ 「土木工事」に対応する建設業法の許可業種につき、許可を受けてからの営業年数

が５年以上であること。ただし、発注工事と同種又は類似の工事について相当な施工

実績を有しており、円滑かつ確実な施工が確保できると認められる場合においては、

許可を受けてからの営業年数が５年未満であっても、これと同等として取り扱うこと

ができるものとする。

⑧ 当該工事に係る設計業務の請負者等又は当該請負者等と資本若しくは人事面におい

て関連がある建設業者でないこと。

⑨ 次の基準を満たす監理技術者を当該工事に専任で配置できること。

(ｲ)１級土木施工管理技士の資格を有する者であること。

(ﾛ)監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者

又はこれに準ずる者であること。

３ 入札手続等

(1)担当部課

日本環境安全事業株式会社管理部契約・購買課

〒105-0014 東京都港区芝1-7-17（住友不動産芝ビル３号館４Ｆ）

電話03-5765-1915

(2)発注説明書の交付期間、場所及び方法

、交付期間 平成２０年４月２２日(火)から平成２０年６月２７日(金)まで。土曜日

日曜日及び祝日を除く毎日、午前10時から12時及び午後１時から４時まで

（以下(3)において同じ ）。

交付場所 上記(1)及び日本環境安全事業株式会社北九州事業所（〒808-0021 福岡県

北九州市若松区響町１－６２－２４ 電話093-752-1113）

(3)競争参加申請書の提出期間、場所及び方法

提出期間 平成２０年４月２２日(火)から平成２０年５月９日(金)

提出場所 上記(1)に同じ。

提出方法 書面は持参すること。郵送又は電送によるものは受け付けない。

(4)入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

日時 平成２０年６月３０日（月）午後２時

場所 日本環境安全事業株式会社 北九州事業所（福岡県北九州市若松区響町１－

６２－２４）

提出方法 持参すること。

４ その他

(1)手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

(2)入札保証金 免除。

(3)契約保証金 契約金額の30％以上。

ただし、銀行、ＪＥＳＣＯが確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の

前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事
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業会社をいう ）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履保。

証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金

を免除するものとする。

(4)入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加申請書

に虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。

(5)落札者の決定方法

日本環境安全事業株式会社契約細則（平成17年日本環境安全事業株式会社細則第１

号）第８条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て入札した者を落札者とする。

(6)内訳明細書の提出

落札者は、入札後直ちに入札価格に対応する入札価格内訳明細書を提出すること。

(7)配置予定技術者の確認 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術

者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々

の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、競争参加申請書に記載し

た配置技術者の変更は認められない。

(8)契約締結後の技術提案

契約締結後、請負者は、設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を低下させる

ことなく請負代金を低減することを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更につ

いて、発注者に提案することができる。提案が適正に認められた場合には、設計図書

を変更し、必要があると認められた場合には請負代金の変更を行うものとする。詳細

は契約後ＶＥ特記仕様書による。

(9)手続における交渉の有無 有り。

(10)契約書作成の要否 要。

(11)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随

意契約により締結する予定の有無 無。

(12)関連情報を入手するための照会窓口

上記３(1)に同じ。

(13)詳細は発注説明書による。


